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算
出
方
法

地球温暖化対策

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- 2 2 - -

- - - - 3

-

-

日本再興戦略（平成28年6月2日閣議決定）
交通政策基本計画（平成27年2月13日閣議決定）
地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

1 1

-

- -

-

-

360

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0043

年度32

32 年度

-

20

-

- - - - -

円

－

単位

％成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

600 529 481 360 0

394 396

執行率（％） 72%

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地球温暖化対策、大都市地域等における大気汚染対策等の観点から、トラック・バス・タクシー事業者を中心に、CNGトラック・バス、ハイブリッド
トラック・バスの導入に対する支援を行うことにより、環境対応車の普及を促進する。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標

74% 82%

事業用自動車保有車両数
に占める次世代自動車数を
3％とする。

事業用自動車保有車両数
に占める次世代自動車数
※車種(トラック(大型、中
型、小型等)、バス(路線、貸
切、コミバス等))毎の平均値

成果実績 ％

目標値 ％

補正予算

481

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度 29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

トラック・バス・タクシー事業者を中心に、CNGトラック・バス等の導入に対して地方公共団体等と協調して補助を行う。
＜補助率＞
通常車両価格との差額の１／２以内又は車両本体価格の１／４以内（経年車の廃車を伴う新車購入の場合）
通常車両価格との差額の１／３以内又は車両本体価格の１／４以内（新車のみの購入の場合）

600

事業用自動車における新
車販売台数に占める次世
代自動車の台数の割合

25年度

事業番号

環境対応車普及促進対策 担当部局庁 自動車局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 環境政策課
課長
西本　俊幸

事業名

会計区分

28年度

翌年度へ繰越し

計

その他の事項経費

433

予備費等

529

事業用自動車における新
車販売台数に占めるＣＮＧ
車、ハイブリッド車の台数
を、2020年度までに20～
30％とする。

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO2削減コスト -

達成度 ％

円

達成度 ％

- -

成果指標定量的な成果目標

成果実績

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

単位 27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

一般会計

関係
地球温暖
化対策

チェック

調
整
中

調整中



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

測
定
指
標

計

実績値 ％ -

低公害車普及促進対策費
補助金

施策 5 快適な道路環境等を創造する

政策 Ⅱ 良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現

29年度要求 主な増減理由

25年度

計算式 　　/

0.3

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

976 1,097 1,088

563

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

環境対応車の普及促進は、温暖化効果ガスであるＣＯ２、大気汚染物質であるＮＯＸ、ＰＭの排出削減に効果的であり、良好な道路環境、生活環境、自
然環境の形成に寄与するほか、地域資源を活用した観光誘致効果も期待できることから、施策目標である「快適な道路環境を創造」を達成するため必
要である。

歳出予算目

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

433/976

26年度

達成度 ％

654 774 521

単位

単位

－

28年度当初予算

396/1088394/1097

年度

-

年度 年度

成果実績

百万円／台

単位

単位当たりコスト＝当該年度内車両導入執行額÷当該
年度内補助台数

単位当たり
コスト

年度

- -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）

単位

定量的指標 25年度

台

計画開始時

補助台数

27年度 28年度

- - - -

360/1175

28年度活動見込

0.4 0.4 0.4

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

360 0

活動指標

年度

中間目標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

台

目標値

-

目標最終年度

360



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

補助対象事業者にも経費の一部（補助額を除いた残額）を負
担させており、妥当な負担関係にある。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

環境対応車の開発状況を見極めつつ、導入効果が高いと考
えられる車両に重点化した補助を実施していく。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 見合ったものとなっている。

○

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

【平成26年度秋の行政事業レビューにおける指摘事項】
より一層事業の効果・効率を向上させるため、成果の検証が可能な成果指標をそれぞれ設定すべきである。
【対応状況】
●定量的な成果目標の策定に当たっては、日本再興戦略の目標値の元となっている次世代自動車戦略2010の2020年度時点の新車販売台数に占める割合の目標
値から、各事業の対象となる自動車の目標値に相当する値を抽出し、事業用自動車についても同様の割合を達成することの目標（長期の目標）及び短期の目標を
それぞれ設定した。
●このほか、一般車両との比較競争性（排ガス・燃費性能、車両価格）を定性的な成果指標として設定した。

所管府省・部局名

補助事業実施にあたっては、直接、間接という手段がある
が、当事業は直接補助であるため、間接に比べ事業費分低コ
ストで実施できている。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

本事業の補助対象である事業用自動車における環境対応車
の普及状況を踏まえた目標及び実績となっている。

事業番号関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

34

平成24年度

平成27年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

備考

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業を通じて環境対応車の更なる普及が期待できる。

妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

平成25年度

276

○

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

34

285

外部有識者の所見

改善の
方向性

予算の統合も含めた、より効率的な事業運営を検討し、また、補助実績を踏まえた効果的な運用を行っていく。

日本再興戦略、交通政策基本計画及び地球温暖化対策計画に掲げられた施策であり、その推進のため普及の段階に応じたより適切な事業の
執行が求められており、予算の弾力的な執行及び補助率の変更について検証が必要である。

活用されている。

299

36

平成23年度

○

事業の目的に即した対象事業者に交付を行っている。

‐

○

事業名

評　価項　　目

環境対応車の普及は、地球温暖化対策、大気環境の保全に
資する取組である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地球温暖化対策、大気環境の保全に資する事業は、国が実
施すべき事業である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

３９６百万円

【公募・補助】

Ａ 運送事業者等

３９６百万円

環境対応車の導入



F. 

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E.

計 0

費　目

0

計 0

0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計計

費　目 使　途

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 180 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

180

B.

車両導入

費　目 使　途

購入費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.一般財団法人環境優良車普及機構

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

運送事業

運送事業

運送事業

運送事業

リース事業

リース事業

10

10

6

5

5

7200001015755

8010601027383

5010001025940

-

-

- - -

-

-

-

-

- -

- -

支　出　先 業　務　概　要

3010001088493

3010401094447

2010401028728

9240001009470

1090001008495

4120001098852

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-9

5011105005366 180

支　出　額
（百万円）

44

13

11

リース事業

リース事業

リース事業

-

-

リース事業

11

-

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

- -

2

3

5 - -

- -

4

8

7

法　人　番　号

9

6

1

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

一般財団法人環境優
良車普及機構

株式会社セブン・フィ
ナンシャルサービス

興銀リース株式会社

三菱オートリース株
式会社

広島電鉄株式会社

富士急山梨バス株式
会社

南海バス株式会社

西濃運輸株式会社

トヨタファイナンス株
式会社

ニッセイ・リース株式
会社

チェック



（ ）

算
出
方
法

観光立国、地球温暖化対策

年度

-

25年度

- -

- -

26年度

- -

---

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- 1.3 2 - -

- - - - 2

-

-

目標最終年度

- 年度

- 3 3 - -

日本再興戦略（平成28年6月2日閣議決定）
交通政策基本計画（平成27年2月13日閣議決定）
地球温暖化対策計画（平成28年5月13日閣議決定）

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- -

-

0.2 0.1

-

- -

-

-

-

417

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

-

　 0044

年度32

32 年度

32 年度

-

15

-

- - - - -

- - - - 1.5

円

－

単位

％
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

1,811 511 499 417 0

364 147

執行率（％） 21%

平成２３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　地球温暖化対策、大都市地域等における大気汚染対策等の観点から、トラック・バス・タクシー事業者を中心に、電気自動車等（電気自動車、
プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車）の導入に対する支援を行うことにより、環境対応車の普及を促進する。

前年度から繰越し 1,540 200

成果実績

目標値

成果指標

71% 29%

事業用自動車の同一カテゴ
リーに開発メーカーが2社以
上参入し、かつベース車と
の価格差が1.5倍以内とす
る。

事業ニーズに対応した車種
ラインナップ（事業用自動車
の同一カテゴリーに開発
メーカーが参入した社数）
※車種(トラック(大型、中
型、小型等)、バス（路線、
貸切、コミバス等）、タクシー
（一般、バン、ＦＣ等））毎の
平均値

成果実績 社

目標値 ％

単位

補正予算

299

27年度
中間目標

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

-

26年度 27年度

200

25年度

200

価格低減状況の目標値
（ベース車との価格差）
※車種(トラック(大型、中
型、小型等)、バス（路線、
貸切、コミバス等）、タクシー
（一般、バン、ＦＣ等））)毎の
平均値

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

％

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

 他の地域や事業者による電気自動車の集中的導入を誘発・促進するような地域・事業者間連携等による先駆的な取り組みを行う事業者等に対
し、電気自動車等の導入に要する経費の一部を補助する。
＜補助率＞
車両本体価格の１／２（バス）
車両本体価格の１／３（タクシー・トラック）
車両本体価格の１／２(燃料電池車)

-

271

- -

-

事業用自動車における新
車販売台数に占める次世
代自動車の台数の割合

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進 担当部局庁 自動車局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 環境政策課
課長
西本　俊幸

事業名

会計区分

28年度

200

翌年度へ繰越し ▲ 200

計

その他の事項経費

▲ 200

384

予備費等

311

事業用自動車における新
車販売台数に占める電気
自動車等の台数を、2020年
度までに15～21％とする。

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

倍

目
標
・
指
標

１ｔあたりのCO2削減コスト -

達成度 ％

円

達成度 ％

成果実績

％

- -

成果指標定量的な成果目標

成果実績

事業用自動車の同一カテゴ
リーに開発メーカーが2社以
上参入し、かつベース車と
の価格差が1.5倍以内とす
る。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

主要政策・施策

横断的な施策に
係る成果目標及

び成果実績
（アウトカム）

年度

- -

単位

定量的な成果目標

27年度
中間目標 目標最終年度

目標値

一般会計

関係
地球温暖
化対策

チェック

調
整
中

調整中



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

達成度 ％

K
P
I

(
第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

測
定
指
標

11

計

実績値 ％ -

諸謝金

委員等旅費

施策 5 快適な道路環境等を創造する

政策 Ⅱ 良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現

29年度要求 主な増減理由

25年度

計算式 　　/

3.5

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

112 165 57

83

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

電気自動車の普及促進は、温暖化効果ガスであるＣＯ２、大気汚染物質であるＮＯＸ、ＰＭの排出削減に効果的であり、良好な道路環境、生活環境、自
然環境の形成に寄与するほか、地域資源を活用した観光誘致効果も期待できることから、施策目標である「快適な道路環境を創造」を達成するため必
要である。

歳出予算目

- -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

0.5

職員旅費

384/112

26年度

達成度 ％

98 83 99

0.7

単位

単位

405

－

28年度当初予算

147/57364/165

年度

-

年度 年度

低公害車普及促進対策費
補助金

成果実績

百万円／台

単位

単位当たりコスト＝当該年度内車両導入執行額÷当該
年度内補助台数

単位当たり
コスト

年度

- -

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）

単位

定量的指標 25年度

台

計画開始時

補助台数

27年度 28年度

- - - -

291/83

28年度活動見込

3.4 2.2 2.6

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

417.5 0

道路環境等対策調査費

活動指標

年度

中間目標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

台

目標値

-

目標最終年度

0.3



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

補助対象事業者にも経費の一部（補助額を除いた残額）を負
担させており、妥当な負担関係にある。

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

申請を行ったものの、資材の入手難等により当該年度内に補
助対象車両を導入することが困難な状況となり、やむなく申請
を取り下げたため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

電気自動車の開発状況を見極めつつ、導入効果が高いと考
えられる車両に重点化した補助を実施していく。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 見合ったものとなっている。

○

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

【平成26年度秋の行政事業レビューにおける指摘事項】
より一層事業の効果・効率を向上させるため、成果の検証が可能な成果指標をそれぞれ設定すべきである。
【対応状況】
●定量的な成果目標の策定に当たっては、日本再興戦略の目標値の元となっている次世代自動車戦略2010の2020年度時点の新車販売台数に占める割合の目標
値から、各事業の対象となる自動車の目標値に相当する値を抽出し、事業用自動車についても同様の割合を達成することの目標（長期の目標）及び短期の目標を
それぞれ設定した。
●このほか、地域の導入状況を定性的な成果指標として設定した。

所管府省・部局名

補助事業実施にあたっては、直接、間接という手段がある
が、当事業は直接補助であるため、間接に比べ事業費分低コ
ストで実施できている。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

本事業の補助対象である事業用自動車における電気自動車
の普及状況を踏まえた目標及び実績となっている。

事業番号関
連
事
業

クリーンエネルギー自動車等導入促進対
策費補助金

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

34

平成24年度

平成27年度

電気自動車の普及促進対策については、国土交通省（事業
用車、いわゆる緑ナンバー）、経済産業省・環境省（自家用
車、いわゆる白ナンバー）により連携・役割分担の下に実施し
ている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

備考

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業を通じて成功事例の創出や国民理解の醸成を図るこ
とにより、電気自動車の更なる普及が期待できる。

妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

無

平成25年度

-

○

平成26年度

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

35

285

外部有識者の所見

改善の
方向性

予算の統合も含めた、より効率的な事業運営を検討し、また、補助実績を踏まえた効果的な運用を行っていく。

日本再興戦略、交通政策基本計画及び地球温暖化対策計画に掲げられた施策であり、その推進のため普及の段階に応じたより適切な事業の
執行が求められており、予算の弾力的な執行及び補助率の変更について検証が必要である。

活用されている。

-

36

平成23年度

○

外部有識者により評価を行った上で、他の地域や事業者によ
る導入を誘発・促進するような先駆的取組みを行う事業者等
に交付を行っている。

‐

○

事業名

評　価項　　目

電気自動車の普及は地域交通分野の低公害化等に資する
取組である。

経済産業省製造産業局

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地球温暖化対策、大気環境の保全に資する事業は、国が実
施すべき事業である。

○



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

１４７百万円

【公募・補助】

Ａ 運送事業者等

１４７百万円

電気自動車の導入等

諸謝金
０百万円

委員等旅費
０百万円

職員旅費
０百万円



F. 

計 0 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

G. H.

E.

計 0

費　目

0

計 0

0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計計

費　目 使　途

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 34 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

34

B.

車両等導入

費　目 使　途

購入費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.総合観光株式会社

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

リース事業

運送事業

リース事業

運送事業

リース事業

運送事業

運送事業

運送事業

6

6

5

4

3

3

9250001004388

5050001001871

6400502000963

1050002010289

8200001003973

-

-

-

-

- -

-

-

-

-

-

-

- -

- -

- -

支　出　先 業　務　概　要

-

5030001048782

8010401020720

9180001059935

4011101010726

2010401025221

1010001025515

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式

-

- -

-

-

-

-

-5

8013101005173 34

支　出　額
（百万円）

33

17

17

運送事業

運送事業

リース事業

-

-

リース事業

- -12 3

11

-

-

-

13

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

10

-

- -

2

3

5 - -

- -

4

8

7

法　人　番　号

9

6

1

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

総合観光株式会社

株式会社平成エン
タープライズ

東京トヨペット株式会
社

愛知トヨタ自動車株
式会社

住友三井オートサー
ビス株式会社

株式会社日の丸リム
ジン

日通商事株式会社

オリエント交通株式
会社

株式会社トヨタレンタ
リース茨城

有限会社東北石灰運
輸

有限会社友部ハイ
ヤー

株式会社日本タク
シー

チェック


